
算定項目
ユニット型
個室
夜勤職員配置加算Ⅳ

２．加算① サービス提供体制強化加算Ⅰ

看護体制加算Ⅰ

看護体制加算Ⅱ

　　加算② 介護職員等処遇改善加算Ⅰロ

利用者負担段階
第１段階
利用者負担段階

４．食費に係る自己 第２段階
　　負担額（保険外） 利用者負担段階

第３段階①
利用者負担段階
第３段階②
上記以外
の方
利用者負担段階
第１段階
利用者負担段階

５．居住費に係る自己 第２段階
　　負担額（保険外） 利用者負担段階

第３段階①
利用者負担段階
第３段階②
上記以外
の方
利用者負担段階
第１段階
利用者負担段階

６．自己負担合計 第２段階
　　（３+４+５） 利用者負担段階

第３段階①
利用者負担段階
第３段階②
上記以外
の方

（第１段階とは）

（第２段階とは）

（第３段階①とは）

（第３段階②とは）

利用者負担段階

第２段階

第３段階①

第３段階②

１．基本サービス費 682 753 828 901 971

サービス利用料金表（特別養護老人ホームやしろだ苑）

令和８年８月１日現在

入所者のｻｰﾋﾞｽ費（単位数に1.014を乗じた1～3割がご利用者負担となります。）

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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※上記他、状況に応じて加算が変更になる場合があります。

小計 800 871 946 1,019

300 円

390 円

680 円

３．小計（単位数×10.14円の1割） 953 1,035 1,132 1,216 1,297

880 円

1,370 円

1,470 円

1,420 円

1,800 円

880 円

2,066 円

2,133 円 2,215 円 2,312 円 2,396 円 2,477 円

2,223 円 2,305 円 2,402 円 2,486 円 2,567 円

3,003 円 3,085 円 3,182 円 3,266 円 3,347 円

3,843 円 3,925 円 4,022 円 4,106 円 4,187 円

4,819 円 4,901 円 4,998 円 5,082 円

１．世帯全員が市町村民税非課税で、老齢福祉年金を受給している方。

２．生活保護の方

１．世帯全員が市町村民税非課税で預貯金額等が一定額以下であって、合計収入額が年間82.65万円以下の方。

　　世帯が別でも配偶者が課税されている場合は対象にはなりません。

１．世帯全員が市町村民税非課税で預貯金額等が一定額以下であって、合計収入額が年間82.65万円以下超

　　120万円以下の方。

5,163 円

※　介護職員等処遇改善加算Ⅰロは、1の基本料金＋2の加算①の合計に17.6％を乗じた額です。

※　自己負担額は月単位で単位を集計し、地域区分7級地に該当しており、1.014を乗じ、３.小計が計算

　　　されます。実際の請求額とは異なりますので、参考金額としてご確認願います。

　※　利用者負担額について

2,000万円

650万円 夫婦合計で1,650万円

550万円 夫婦合計で1,550万円

500万円 夫婦合計で1,500万円

１．世帯全員が市町村民税非課税で預貯金額等が一定額以下であって、合計収入額が年間120万円超

　　の方。
　※　預貯金等が以下の額を超える場合は軽減の対象外となり，食費1,800円，居住費2,066円となります。

配偶者がいない場合 配偶者（内縁を含む）がいる場合

第１段階

（生活保護者）要件なし （生活保護者）要件なし
（世帯全員が市町村民税非課税である老齢福祉年金受給者）

1,000万円



　　加算料金(1単位＝１.０１４を乗じた後、１～３割がご利用者の負担となります。　）

　　現在下記の加算を算定しております。

（１）サービス提供体制強化加算［Ⅰ］（２２単位）

　　※　介護職員の配置で介護福祉士を80%以上配置している、または勤続10年以上の介護福祉士を35％以上配置している

　　　　場合、かつ、提供する質の向上に資する取組を実施している場合に加算されます。

　※　食費、居住費の減免についての該当、非該当は新潟市への申請により確定します。

　※　上記以外の方（本人が市町村民税非課税でも世帯の中に市町村民税課税者がいる方も）

　　　　は表の「上記以外の方」の料金となります。

　※　入所につきましては原則、要介護度３以上の方となります。要介護１、２の方に関しましては

　　　　特例入所要件を満たしている方が対象となります。

　※　その他　実費で医療費、薬代、電気代、理髪代、日用品費がかかる場合があります。

　　　　 又は喀痰吸引等業務の登録（社会福祉士及び介護福祉士法第四十八条の三第１項に規定する登録を

　　　　 いう）を受けた介護福祉士のいずれかを１名以上配置している場合に算定されます。

（５）介護職員等処遇改善加算

　　※　介護職員の確保、処遇改善のための加算です。

　　　　　(基本料金＋各種加算)×  14.0％が算定されます。

（６）科学的介護推進体制加算（Ⅱ）（1ケ月50単位）

（２）看護体制加算［Ⅰ］（１２単位）

　　※　常勤の看護師を１名以上配置している場合に算定されます。

（３）看護体制加算［Ⅱ］（２３単位）

　　※　最低基準を１人以上上回る看護職員を配置した場合に算定されます。

（４）夜勤職員配置加算[Ⅳ]（６１単位）

  　※　夜勤を行う介護職員・看護職員の数が、最低基準を１人以上上回るとともに夜勤時間帯を通じ看護職員

　　※協力医療機関等との間で感染症の発生時等に連携し適切に対応し、研修又は訓練に１年に１回以上

　　　　参加している場合。また医療機関から３年に１回以上実施指導を受けている場合に算定されます。

（10）生産性向上推進体制加算（Ⅱ）（1ケ月１０単位）

　　※入所者の安全や介護サービスの質の確保、職員の業務改善の為、委員会の開催や対策を継続的に行い、

　　　業務改善の取組実績を厚生労働省に1年に1回、提出した場合に算定されます。

（11）初期加算（３０単位）が入所から３０日間算定されます。

　　※　入所者ごとの心身状況を厚生労働省に提出し、サービス提供にあたってその情報を適切かつ有効に

　　　　　提供するために必要な情報を活用している場合に算定されます。

（７）安全対策体制加算（新規入所初日20単位）

　　※　外部の研修を受けた担当者を置いて安全対策に組織的に取り組む体制を整備している場合に算定されます。

（８）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）（1ケ月10単位）

（９）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）（1ケ月５単位）

　　　　（月をまたいで連続した場合は最長１２日間）算定されます。

（14）看取り介護加算が算定される場合があります。

　　[Ⅰ]　死亡日以前３１日以上４５日以下（７２単位）

　　[Ⅱ]　死亡日以前４日以上３０日以下（１４４単位）

　　[Ⅲ]　死亡日の前日及び前々日（６８０単位）

　　[Ⅳ]　死亡日（１２８０単位）

　　※　入所日から30日間、または１ケ月を越える入院後の再入院の際も30日間算定されます。

（12）療養食加算（1食6単位）が算定される場合があります。

　　※　医師の指示（食事箋）に基づく心臓病食、腎臓病食、糖尿病食等の治療食の提供が行われた方に

　　　　算定されます。

（13）外泊時費用（２４６単位）が算定される場合があります。

　　※　外泊や入院された場合で施設に在所していない日があっても、外泊又は入院の翌日から６日

        加算されます。      

（17）退所時栄養情報連携加算（一回70円）が加算されることがあります。

　　※低栄養状態にあたると医師が判断した入所者が医療機関へ入院した場合，医療機関に対して入所者の

        栄養管理に関する情報を提供した場合に加算されます。      

　　※　医師が終末期にあると判断した方について、医師、看護師、介護職員が共同して

　　　　本人または家族等の合意を得ながら看取り介護を行った場合に算定されます。

（15）配置医師緊急時対応加算（一回３２５円）が算定される場合があります。

　　※配置医師の通常の勤務時間外に診療を行った場合に加算されます。

（16）退所時情報提供加算（Ⅱ）（一回250円）が加算されることがあります。

　　※医療機関へ入院した場合，医療機関に対して入所者の心身の状況，生活歴等を示す情報を提供した場合に  


